




 

「平成 26年度日本司法支援センター契約状況表」附属説明書 

 

１ 契約件数及び金額の状況 

  日本司法支援センター（以下「支援センター」という。）における全ての契約の

うち、いわゆる少額随意契約（注）が可能な金額を超える契約の件数と金額につい

ては、第１表「総表」記載のとおりであり、その概要は以下のとおりである。 

（注）いわゆる少額随意契約が可能な金額については、国におけるそれと同じである（契

約事務取扱細則（平成 18 年細則第 2号）第 23条）。 

 (1) 「競争性のある契約」について 

   競争性のある契約は 34 件で契約全体の 29.5％、契約金額は約 3 億 9,672 万円

で全体の 48.2％であり、平成 25 年度と比較して、件数において全体に占める比

率は低くなっているが、契約金額においては高くなっている。 

 (2) 「競争性のない随意契約」について 

   競争性のない随意契約は 81 件で全体の 70.5％、契約金額は約 4 億 2,670 万円

で全体の 51.8％と、平成 25 年度と比較して、件数において全体に占める比率は

高くなっているが、契約金額においては低くなっている。 

 

２ 随意契約の内容等 

 (1) 事務所・宿舎の賃貸借契約 

   随意契約の件数の比率が高い要因としては、業務量の増加等に伴う事務所の移

転による賃貸借契約件数が 1件、職員宿舎の賃貸借契約件数が 65 件で合計 66 件

と多数に上り、契約全体（115 件）の 57.4％、競争性のない随意契約全体（81

件）の 81.5％を占めていることによる。 

   このような事務所等に係る建物の賃貸借契約については、国及び独立行政法人

における随意契約の見直しにおいても、「その場所でないと行政目的が達し得な

い等との理由から供給者が特定されるもの（税務署庁舎等の土地建物借料）」で

あり、競争性のない随意契約によることがやむを得ないと認められるものとして

位置付けられている。この点、①支援センターの事務所についても、支援センタ

ーが国民に身近な司法の実現を目指して民事法律扶助業務、情報提供業務等を行

う法人であることから、その目的を達成するためには、市民が利用しやすい環境

にあり、かつ地域の業務量に見合う体制を整えるために相当な面積を確保する必

要があること等から、自ずと物件は特定され、また、②職員宿舎の選定について

も、職員の職務の能率的な遂行を確保するために当該事務所からの通勤の便等を

考慮するとともに、貸与対象職員の職務の級等に応じて専有面積に制限を設けて

いることや、敷金・礼金のないＵＲ都市機構が管理する物件又はこれに準じる条

件の物件の中から候補物件を選定することとしていること等から、自ずと物件は



特定され、随意契約によることがやむを得ないものである。 

なお、これら事務所や職員宿舎は、物件によって賃料が異なることから、契約

に当たっては、①事務所の賃貸借については、複数の物件を選定し、その中から

利用者の利便性、面積、賃料等を総合的に勘案し、また、②職員宿舎の賃貸借に

ついては、複数の物件を選定し、面積、賃料等を総合的に勘案するとともに、上

記のとおり敷金や礼金の負担が生じない物件を極力選定している。 

 (2) 会計監査人契約及び官報公告契約 

   会計監査人契約は金額にして全体の 2.1％、官報公告契約は金額にして全体の

0.5％を占めており、これらの契約については、その性質上競争契約に馴染まず、

随意契約とならざるを得なかったものである。 

   (3) 上記１掲記の諸類型以外の「競争性のない随意契約」に関する個別説明 

   上記１掲記の諸類型以外の「競争性のない随意契約」、すなわち、第１表「総

表」の「競争性のない随意契約」中の「他との互換性がない契約」については、

13 件で全体の 11.3％、契約金額にして約２億 4,882 万円で全体の 30.2％となっ

ている。これらの契約案件について、随意契約とした理由は下記のとおりである。 

  ① 第３表「随意契約一覧表」No.69 の「ＮＨＫ放送受信料」 

  これは、放送法第 64 条第１項に基づいて日本放送協会と契約したものであ

り、その性質上競争契約に馴染まず、随意契約とならざるを得なかったもので

ある。 

  ② 同表 No.70～No.72 の「事務所入居等工事」 

  これらは、事務所の移転に伴う工事及び機械警備であり、建物及び施設の維

持管理上の必要性から、当該工事を施工する者及び機械警備をする者が指定さ

れていたため、随意契約とならざるを得なかったものである。 

③ 同表 No.73～No.77 の「システム改修、保守等業務委託」 

  これらは、支援センターの業務システムの開発を行っている業者以外の者に

取り扱うことができないものであるため、随意契約とならざるを得なかったも

のである。 

④ 同表 No.78 の「判例秘書 INTERNET 利用契約一式」 

  これは、支援センターの法律事務所に勤務する常勤弁護士判例検索ソフト

「判例秘書」をインターネット上で使用するための契約であり、当該サービス

を提供している者と契約する以外になく、競争もできないことから、随意契約

とならざるを得なかったものである。 

  ⑤ No.79 及び 80 の「指定相談事務所委託費」 

    これらは、指定相談場所の指定等に関する細則第２条に基づく相談体制を

執ることができる場所が当該場所しか存在しないため、随意契約とならざる

を得なかったものである。 

  ⑥ No.81 の「複合機保守及び消耗品等の供給」 

    これは、複写機の再リースに伴う、保守及び消耗品等の供給契約である。



複写機の保守は、メーカー以外に行わないことから、随意契約とならざるを

得なかったものである。 

 

３ 一般競争入札等における一者応札の改善について 

  平成 25 年度において、一般競争入札及び総合評価方式 59 件中一者応札は 7件で

であったが、平成 26 年度においては、34 件中 5件となっている。 

一者応札となった原因は、支援センターにおいて一般競争入札により各種の調達

を実施していることの周知不足にあると考えられるため、ホームページ等を活用し

て公告することに加え、入札への参加が予想される業者に対して積極的に入札情報

のＰＲを行うなど、参入可能であることについて改めて周知を図ることにより、新

規業者の開拓を進めている。また、入札参加者の拡大を図るため、ホームページに

掲示する入札に係る情報として、公告文に加え、入札説明書、仕様書、契約書（案）

及び入札に係る各種様式等も併せて掲示することにより、入札説明会への出席等を

しなくても競争に参加できる措置を講じている。 

  なお、平成 22 年度において、支援センターのホームページに応募者を増やすた

めの改善方法を公表し、競争性の確保に努めている。 

 

４ 契約に係る情報（予定価格及び落札率）の公表について 

  支援センターでは、契約事務取扱細則（平成 18 年細則第２号）第 25 条の規定に

基づくいわゆる少額随意契約を除く随意契約については、ホームページにおいて、

契約の目的、金額、日付、相手方等契約の内容及び随意契約によることとした理由

を公表してきたところ、平成 21 年度からは、上記に加え、予定価格及び落札率を

公表事項として追加するとともに、更に競争入札分についても同様に公表を開始

し、平成 22 年度以降はこれらを毎月公表することにより、調達の適正化に努めて

いる。 

 

５ 契約に関する規程類の整備について 

  契約に関する規程として、会計規程及び契約事務取扱細則を定めており、これら

規程等の中で、契約を締結する場合は、原則として一般競争入札によることとし、

例外的に指名競争あるいは随意契約によることができるものとしている。 

  なお、平成 22 年度において、複数年契約の適正な運用が図られるよう、複数年

契約を締結する場合の契約の期間に関する規定を設けて運用している。 

※ 会計規程（平成 18年規程第１号） 

   （期間の定めのない契約及び複数年契約） 

第 14 条 理事長は、電気、ガス若しくは水の供給を受け、又は電気通信役務の提供を受

ける契約に限り、期間の定めのない契約を締結することができる。 

２ 理事長は、次の各号に掲げる契約に限り、契約期間が１年を超える契約を締結する

ことができる。この場合において、契約の期間は、当該各号に定めるところによる。 



   (1) 不動産の賃貸借契約 ３年以内 

   (2) 工具、器具、備品若しくはソフトウェアの賃貸借契約又はこれらの保守契約 ７

年以内 

   (3) その他１年を超える契約期間とすることが合理的と認められる契約 ３年以内 

 

６ 契約事務に係る執行体制について 

  契約に関しては、会計規程及び契約事務取扱細則に従って事務処理を行ってい

る。具体的には、契約に当たり、一般競争入札によることを原則とし、事務担当者

が一般競争入札手続に関する決裁を起案し、財務課内の決裁を経た上、金額に応じ

て総務部長以上の決裁を仰ぐこととして、その適正性を担保している。また、性質

的に随意契約とならざるを得ないもの又はいわゆる少額随意契約によるものにつ

いては、事務担当者において、必要性、妥当性及び相当性を判断した上、金額に応

じて同様に決裁を仰ぐものとしている。 

※ 文書決裁規程（平成 18 年規程第６号）別表に基づき、予定価格が 50 万円未満の契約

は財務課長、50 万円以上 300 万円未満のものは総務部長、300 万円以上 1,000 万円未満

のものは事務局長、1,000 万円以上のものは理事長決裁となっている。 
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